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【環境影響評価法の対象事業】  

  環環境境影影響響評評価価法法のの対対象象事事業業はは、、以以下下のの表表ののととおおりりでですす。。    

  法法のの対対象象事事業業ににつついいててはは、、県県知知事事等等へへのの市市長長意意見見提提出出にに係係るる手手続続ののほほかか、、法法でで定定めめるる環環境境影影響響評評価価項項

目目にになないい市市独独自自のの環環境境影影響響評評価価項項目目ににつついいてて予予測測評評価価をを行行うう必必要要ががああるる場場合合はは、、市市のの条条例例のの手手続続をを実実施施

ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。ままたた、、法法第第２２種種事事業業をを実実施施ししよよううととすするる者者がが、、法法ににおおけけるる配配慮慮書書のの作作成成

をを行行わわなないい場場合合はは、、市市のの条条例例のの環環境境配配慮慮計計画画書書にに関関すするる手手続続をを実実施施ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。  

事 業 の 種 類 
規  模  等 

第 １ 種 事 業 
（必ず環境アセスメントを行う事業） 

第 ２ 種 事 業 
（環境アセスメントが必要かどうかを個別に判断する事業） 

    
１ 道路   

 高速自動車国道 すべて ― 

 首都高速道路など ４車線以上のもの ― 

 一般国道 ４車線以上・10km以上 ４車線以上・7.5km～10km 

 林道 幅員 6.5ｍ以上・20km以上 幅員 6.5ｍ以上・15km～20km 
    
２ 河川   

 ダム、堰 湛水面積 100ha以上 湛水面積 75ha～100ha 

 放水路、湖沼開発 土地改変面積 100ha以上 土地改変面積 75ha～100ha 
    
３ 鉄道   

 新幹線鉄道 すべて ― 

 鉄道、軌道 長さ 10km以上 長さ 7.5km～10km 
    
４ 飛行場 滑走路長 2,500ｍ以上 滑走路長 1,875ｍ～2,500ｍ 

    
５ 発電所   

 水力発電所 出力３万 kW以上 出力 2.25万 kW～３万 kW 

 火力発電所 出力15万 kW以上 出力 11.25万 kW～15万 kW 

 地熱発電所 出力１万 kW以上 出力 7,500kW～１万 kW 

 原子力発電所 すべて ― 

 太陽電池発電所 

風力発電所 

出力４万 kW以上 

出力１万 kW以上 

出力３万 kW～４万 kW 

出力 7,500kW～1万 kW 
    
６ 廃棄物最終処分場 面積 30ha以上 面積 25ha～30ha 

    
７ 埋立て、干拓 面積 50ha超 面積 40ha～50ha 
    
８ 土地区画整理事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 
    
９ 新住宅市街地開発事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
10 工業団地造成事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
11 新都市基盤整備事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
12 流通業務団地造成事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
13 宅地の造成の事業（＊１） 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

 
    
 港湾計画（＊２） 埋立・掘込み面積の合計 300ha以上 

（＊１） 「宅地」には、住宅地以外にも工業用地なども含まれる。 

（＊２） 港湾計画については、港湾環境アセスメントの対象となる。 

川川崎崎市市  環環境境局局  環環境境対対策策部部  環環境境評評価価課課  
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

ＴＥＬ 044-200-2155、2156（直通） 
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  川川崎崎市市でではは、、昭昭和和 5511年年 1100月月にに全全国国にに先先駆駆けけてて「「川川崎崎市市環環境境影影響響評評価価にに関関すするる条条例例」」をを制制定定しし、、良良

好好なな地地域域環環境境のの保保全全とと創創造造にに効効果果ををああげげててききままししたた。。  

そそのの後後のの社社会会経経済済状状況況のの変変化化やや平平成成９９年年にに「「環環境境影影響響評評価価法法」」がが公公布布さされれ環環境境影影響響評評価価にに関関すするる統統一一

的的ななルルーールルがが示示さされれたたここととをを受受けけてて、、平平成成 1111年年 1122月月にに新新たたなな条条例例をを制制定定しし、、平平成成 1122年年 1122月月かからら

施施行行ししてていいまますす。。 

ここののパパンンフフレレッットトはは、、環環境境影影響響評評価価等等のの仕仕組組みみとと流流れれ、、環環境境影影響響評評価価項項目目、、本本条条例例のの対対象象事事業業、、環環境境

影影響響評評価価法法のの対対象象事事業業等等ににつついいてて記記載載ししてていいまますす。。  

【本条例の対象事業】  

ここのの表表はは、、条条例例施施行行規規則則別別表表第第１１にに定定めめるる指指定定開開発発行行為為をを要要約約ししたたももののでですす。。  

Ｎｏ 事業の種類 第１種行為 第２種行為 第３種行為 

１ 開発行為 区画のみ
の変更を
除く 

開発区域面積10ha以上 開発区域面積５ha以上10ha

未満又は開発区域面積１ha

以上５ha未満、かつ、樹林

地の改変4,000㎡以上 

開発区域面積１ha 以上

５ha 未満、かつ、樹林

地の改変4,000㎡未満 

区画のみ
の変更 

  開発区域面積20ha 以上

（臨港地区は 30ha 以

上） 

２ 埋立て 公有水面
の埋立て 

埋立面積15ha以上   

公有水面
の埋立て
以外の埋
立て 

埋立面積10ha以上 埋立面積５ha 以上10ha 未

満又は埋立面積５ha未満、

かつ、樹林地の改変4,000

㎡以上若しくは盛土の法面

の高さ15ｍ超 

埋立面積１ha 以上５ha

未満、かつ、樹林地の改

変4,000㎡未満又は盛

土の法面の高さ15ｍ以

下 

３ 高層建築物の新設 高さ100ｍ以上、かつ、延べ

面積50,000㎡以上 

高さ80ｍ以上で、第１種行

為に該当しないもの 

 

４ 住宅団地の新設 事業区域面積10ha以上又は

建 築 物 の 延 べ 面 積 が

100,000㎡以上 

事業区域面積５ha 以上10ha

未満又は建築物の延べ面積

が 50,000㎡以上 100,000㎡

未満 

事業区域面積１ha 以上

５ha 未満又は建築物の

延べ面積が 20,000㎡

（住居専用地域等は

12,000㎡）以上50,000

㎡未満 

５ 工場又は
事業所の
新設 

製造業、ガ
ス供給業
及び熱供
給業に係
る工場又
は事業所
の新設 

敷地面積３ha以上、かつ、

建築面積10,000㎡以上又は

敷地面積9,000㎡以上若し

くは建築面積3,000㎡以上

で、排出水量１日当たり

1,000ｍ3若しくは燃料使用

量１時間当たり４kL以上 

敷地面積9,000㎡以上又は

建築面積3,000㎡以上で、第

１種行為及び第３種行為に

該当しないもの 

敷地面積9,000㎡以上

又は建築面積3,000㎡

以上、かつ、工業専用地

域のみで行われるもの

で、第１種行為に該当し

ないもの 

６ 電気工作物の新設 出力100,000kW以上 出力50,000kW以上 

100,000kW未満 

 

７ 廃棄物処理施設の新設 

 
敷地面積9,000㎡以上若し

くは建築面積3,000㎡以上

のもの又は焼却施設の１日

の処理能力が100t 以上のも

ので、廃棄物処理施設の１

日の処理能力200t以上 

敷地面積9,000㎡以上若し

くは建築面積3,000㎡以上

のもの又は焼却施設の１日

の処理能力が100t 以上のも

ので、廃棄物処理施設の１

日の処理能力200t未満 
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る工場又
は事業所
の新設 

敷地面積３ha以上、かつ、

建築面積10,000㎡以上又は

敷地面積9,000㎡以上若し
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で、排出水量１日当たり
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量１時間当たり４kL以上 

敷地面積9,000㎡以上又は
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１種行為及び第３種行為に
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のもの又は焼却施設の１日
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ので、廃棄物処理施設の１
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Ｎｏ 事業の種類 第１種行為 第２種行為 第３種行為 

８ 浄水施設の新設 敷地面積10ha以上 敷地面積10ha未満  

９ 下水道終末処理場の新設 敷地面積10ha以上 敷地面積10ha未満  

10 鉄道若し
くは軌道
の新設又
は線路の
改良 

鉄道又は軌道の新設 長さ５km以上 長さ１km 以上５km 未

満 

長さ１km未満 

線路の改良 長さ５km以上 長さ１km 以上５km 未

満 

長さ１km未満 

11 道路の新
設又は車
線の増設 

道路整備特別措置法の
規定による道路又は道
路法第48条の２第１項
若しくは第２項の規定
に基づく道路の新設 

全て   

高速自動車国道法第４
条第１項の高速自動車
国道、道路整備特別措
置法の規定による道路
又は道路法第48条の２
第１項若しくは第２項
の規定に基づく道路若
しくは指定道路におけ
る車線の増設 

長さ１km以上 長さ１km未満  

インターチェンジ 総延長１km以上 総延長１km未満  

道路交通法第２条第１
項第１号の一般道路の
新設で車線数が４以上
のもの 

長さ５km以上 長さ１km 以上５km 未

満 

長さ１km未満 

一般道路の車線の増設
で、増設後の車線数が
４以上のもの 

長さ５km以上 長さ１km 以上５km 未

満 

長さ１km未満 

12 防波堤の新設 長さ１km以上 長さ１km未満  

13 商業施設
の新設 

商業施設（主として小
売業又は飲食店業の業
務を行う者の事業の用
に供される施設）の新
設 

敷地面積10ha 以上又

は延べ面積 100,000

㎡以上 

（臨港地区は除く） 

敷地面積が５ha 以上

10ha未満又は延べ面積

50,000㎡以上 100,000

㎡未満 

（臨港地区は延べ面積

150,000㎡以上） 

敷地面積１ha 以上５

ha 未満又は延べ面積

20,000㎡以上50,000

㎡未満 

（臨港地区は延べ面

積150,000㎡未満） 

14 研究施設
の新設 

研究施設（科学技術（主
として人文科学のみに
係るものを除く。）に関
する研究、試験又は検
査を行う施設）の新設 

敷地面積３ha 以上

で、住居専用地域等、

第一種住居地域、第二

種住居地域、準住居地

域のみにおいて行わ

れるもの 

敷地面積３ha以上で、

第１種行為に該当しな

いもの 

 

15 大規模建築物の新設 延べ面積 100,000㎡

以上 

（臨港地区は除く） 

延べ面積50,000㎡以上

100,000㎡未満 

（臨港地区は延べ面積

150,000㎡以上） 
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写し送付 

条例方法審査書 
の作成・公告 

送 付 

(45日間) 

公告・縦覧 

写し送付 

(15日間) 

公告・縦覧 

答 申 

審 議 

送 付 

諮 問 

条例評価書 
の作成 

意見書 
の提出 

(45日間) 

意見書 
の提出 

(45日間) 

(30日間) 

公告・縦覧 

条例審査書 
の作成・公告 

条例方法書 
の作成 

答 申 

審 議 

送 付 

諮 問 

環境配慮計画審査書
の作成・公告 

答 申 

審 議 
諮 問 

説明会の開催 

公告・縦覧 環境配慮計画 
見解書の作成 

9 

6 

7 

8 

2 

5 

11 

1 

2 

2 

2 

2 

2 

4 

3 

4 

4 

6 

6 

7 

10 

7 

5 

意見書 
の提出 

4 
(30日間) 

実態調査 

勧 告 

４箇月 
以内 
※1 

６箇月
以内 
※1 

3 

４箇月
以内 

事後調査報告書
の作成 

13 
(30日間) 

公告・縦覧 

2 

着手制限解除 
12 

(30日間) 

(30日間) 

(15日間) 

(15日間) 

※2 

意見を述べたい旨 
の申出 

第２種行為の手続 

市 長 審議会 住民等 事業者 

公聴会 
の開催 
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公告・縦覧 
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の作成・公告 
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公告・縦覧 

答 申 
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送 付 

諮 問 

条例評価書 
の作成 

意見書 
の提出 

(45日間) 

意見書 
の提出 

(45日間) 

(30日間) 

公告・縦覧 

条例審査書 
の作成・公告 

条例方法書 
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答 申 

審 議 

送 付 

諮 問 

環境配慮計画審査書
の作成・公告 
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説明会の開催 

公告・縦覧 環境配慮計画 
見解書の作成 
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意見書 
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(30日間) 

実態調査 

勧 告 

４箇月 
以内 
※1 

６箇月
以内 
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3 

４箇月
以内 

事後調査報告書
の作成 

13 
(30日間) 

公告・縦覧 

2 

着手制限解除 
12 

(30日間) 

(30日間) 

(15日間) 

(15日間) 

※2 

意見を述べたい旨 
の申出 

第２種行為の手続 

市 長 審議会 住民等 事業者 

公聴会 
の開催 

条例準備書 
の作成 

説明会の開催 

条例見解書 
の作成 

(45日間) 

公告・縦覧 

写し送付 

(15日間) 

公告・縦覧 

答 申 

審 議 

送 付 

諮 問 

条例評価書 
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公告・縦覧 
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第１種行為の手続 

写し送付 

市 長 審議会 住民等 事業者 

環境配慮計画書 
の作成 
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(45日間) 

公告・縦覧 

写し送付 

(15日間) 

公告・縦覧 

答 申 

審 議 

送 付 

諮 問 

条例評価書 
の作成 
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公告・縦覧 

条例審査書 
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の作成 

13 
(30日間) 

公告・縦覧 
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６箇月
以内 
※1 

説明会の開催 

(45日間) 

公告・縦覧 

2 
条例準備書 
の作成 

3 

9 

写し送付 意見書 
の提出 

(45日間) 4 

条例見解書 
の作成 

(15日間) 

公告・縦覧 

2 5 

答 申 

審 議 

送 付 条例審査書 
の作成・公告 

(

必
要
に
よ
り
実
施) 

諮 問 

7 

6 

着手制限解除 

市 長 審議会 住民等 事業者 

第３種行為の手続 

12 

凡 
 

例 

※1 
意見書の提出がない場合は、環境配慮計画
書又は条例（法対象条例）準備書の縦覧終
了日の翌日から起算します。 

※2 
環境配慮計画審査書の内容により、審議会
の意見を聴くことを要しない場合があります。 

 必要により実施します。 

 技術指針によります。 

①～⑬ 手続の説明があります。 

 

 

 

 
川崎独自の評価項目に係る法対象事業の手続 

市 長 審議会 住民等 

答 申 

法対象条例公聴会 
の開催 

審 議 

法対象条例方法書 
の作成 

法対象条例準備書 
の作成 

説明会の開催 

法対象条例見解書 
の作成 

(45日間) 

意見書 
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(45日間) 

写し送付 4箇月
以内 
※１ 

法対象条例方法 
審査書の作成・公告 

送 付 

諮 問 

(45日間) 

意見書 
の提出 

(45日間) 

意見書 
の提出 

(30日間) 

写し送付 

(30日間) 

公告・縦覧 
（30日間) 

６箇月
以内 
※1 

答 申 

審 議 

法対象条例審査書 
の作成・公告 

送 付 

諮 問 

法対象条例評価書 
の作成 

(30日間) 

法対象事後調査 
報告書の作成 

(30日間) 

実態調査 

事業者 

勧 告 

※2 

意見を述べたい旨 
の申出 

公告・縦覧 

公告・縦覧 

公告・縦覧 

公告・縦覧 

着手制限解除 

説明会の開催 
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環境影響評価制度は、事業者に環境の保全

について適正な配慮を促すためのものです。 

事業者は、大規模な工事や開発事業などを

行うに当たり、自らの事業が周辺の環境にど

のような影響を及ぼすかについて事前に調査、

予測及び評価します。市は、その結果を公告・

縦覧します。 

環境の保全の見地からの意見を有する方は、

市長に対して意見書を提出することができま

す。 

市長は、環境影響評価審議会の意見を聴く

とともに、市民等の意見を踏まえ、事業者に

対して市長意見を述べます。（市長意見を記載

した書類を以下「審査書」という。） 

事業者は、審査書に基づいて必要な措置を

講ずるとともに、その後の状況を市に報告し

ます。 

手続については、事業の規模に応じて第１

種行為から第３種行為までの種類があり、第

１種行為であって公共性の高い事業は、より

早期の段階で計画の概要や環境保全の考え方

等を示すため、環境影響評価方法書の作成に

先立ち、環境配慮計画書を作成することにな

ります。なお、環境影響評価制度において作

成した環境配慮計画書等は、その電磁的記録

とともに市長に提出します。 

環境影響評価法（以下「法」という。）に係

る対象事業のうち、市の独自の環境影響評価

項目について予測評価を行う事業については、

指定開発行為に準じた手続を定めています。 

 

指定開発行為等の手続の流れは、次のとお

りです。 

（①～⑬指定開発行為等の手続フロー参照） 

 

① 環境配慮計画書の作成（条例第８条） 

第１種行為を実施しようとする市、国、

他の地方公共団体及び規則で定める者並び

に規則で定める事業を実施しようとする者

は、より早期の段階で計画に係る複数の計

画案を策定し、環境に及ぼす影響について

調査、予測及び評価を行った結果並びに環

境保全の考え方等を記載した環境配慮計画

書を作成し、市長に提出します。  

なお、上記以外の者でも第１種行為者は、 

この手続を行うことを申し出ることができ

ます。 

② 公告及び縦覧（条例第８条の２、８条の

５、11条、19条、22条、27条、35条） 

市長は、事業者から環境配慮計画書等の

書類を受理したときは、その旨を公告し、

縦覧場所及び市ホームページで縦覧期間に

合わせて、どなたでも自由に閲覧できるよ

うにします。 

③ 説明会の開催（条例第８条の３、20条） 

事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書の縦覧期間内に、環境配慮計画書関係地

域又は条例準備書関係地域に在住又は在勤

（以下「関係住民」という。）の方を対象に、

説明会の開催により、書類の記載事項を周

知します。 

④ 意見書の提出（条例第８条の４、13条、

21条、36条） 

環境配慮計画書等について、その縦覧期

間内に、環境の保全の見地からの意見を有

する方は、どなたでも意見書を市長宛提出

することができます。市長は、意見書の提

出があったときは、その写しを事業者に送

付します。 

⑤ 見解書の作成（条例第８条の５、22条） 

  事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書に係る意見の概要とその意見についての

見解を記載した見解書を作成し、市長に提

出します。 

⑥ 環境影響評価審議会（条例第 75条） 

市長からの諮問を受けて環境配慮計画書

等の内容を審議し、その結果を答申します。 

⑦ 審査書の作成（条例第８条の６、14条、

24条） 

市長は、審議会の答申や市民意見等を踏

まえ、審査書を作成し、公告するとともに

事業者に送付します。 

⑧ 条例方法書の作成（条例第 10条） 

第１種行為を実施する事業者は、環境影

響評価項目、環境影響評価に係る手法等を

選定するため、条例方法書を作成し、市長

に提出します。 

⑨ 条例準備書の作成（条例第 18条） 

事業者は、環境影響評価を行った結果に

ついて、環境の保全の見地からの意見を聴

【環境影響評価等の仕組みと流れ】 
  

環境影響評価制度は、事業者に環境の保全

について適正な配慮を促すためのものです。 

事業者は、大規模な工事や開発事業などを

行うに当たり、自らの事業が周辺の環境にど

のような影響を及ぼすかについて事前に調査、

予測及び評価します。市は、その結果を公告・

縦覧します。 

環境の保全の見地からの意見を有する方は、

市長に対して意見書を提出することができま

す。 

市長は、環境影響評価審議会の意見を聴く

とともに、市民等の意見を踏まえ、事業者に

対して市長意見を述べます。（市長意見を記載

した書類を以下「審査書」という。） 

事業者は、審査書に基づいて必要な措置を

講ずるとともに、その後の状況を市に報告し

ます。 

手続については、事業の規模に応じて第１

種行為から第３種行為までの種類があり、第

１種行為であって公共性の高い事業は、より

早期の段階で計画の概要や環境保全の考え方

等を示すため、環境影響評価方法書の作成に

先立ち、環境配慮計画書を作成することにな

ります。なお、環境影響評価制度において作

成した環境配慮計画書等は、その電磁的記録

とともに市長に提出します。 

環境影響評価法（以下「法」という。）に係

る対象事業のうち、市の独自の環境影響評価

項目について予測評価を行う事業については、

指定開発行為に準じた手続を定めています。 

 

指定開発行為等の手続の流れは、次のとお

りです。 

（①～⑬指定開発行為等の手続フロー参照） 

 

① 環境配慮計画書の作成（条例第８条） 

第１種行為を実施しようとする市、国、

他の地方公共団体及び規則で定める者並び

に規則で定める事業を実施しようとする者

は、より早期の段階で計画に係る複数の計

画案を策定し、環境に及ぼす影響について

調査、予測及び評価を行った結果並びに環

境保全の考え方等を記載した環境配慮計画

書を作成し、市長に提出します。  

なお、上記以外の者でも第１種行為者は、 

この手続を行うことを申し出ることができ

ます。 

② 公告及び縦覧（条例第８条の２、８条の

５、11条、19条、22条、27条、35条） 

市長は、事業者から環境配慮計画書等の

書類を受理したときは、その旨を公告し、

縦覧場所及び市ホームページで縦覧期間に

合わせて、どなたでも自由に閲覧できるよ

うにします。 

③ 説明会の開催（条例第８条の３、20条） 

事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書の縦覧期間内に、環境配慮計画書関係地

域又は条例準備書関係地域に在住又は在勤

（以下「関係住民」という。）の方を対象に、

説明会の開催により、書類の記載事項を周

知します。 

④ 意見書の提出（条例第８条の４、13条、

21条、36条） 

環境配慮計画書等について、その縦覧期

間内に、環境の保全の見地からの意見を有

する方は、どなたでも意見書を市長宛提出

することができます。市長は、意見書の提

出があったときは、その写しを事業者に送

付します。 

⑤ 見解書の作成（条例第８条の５、22条） 

  事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書に係る意見の概要とその意見についての

見解を記載した見解書を作成し、市長に提

出します。 

⑥ 環境影響評価審議会（条例第75条） 

市長からの諮問を受けて環境配慮計画書

等の内容を審議し、その結果を答申します。 

⑦ 審査書の作成（条例第８条の６、14条、

24条） 

市長は、審議会の答申や市民意見等を踏

まえ、審査書を作成し、公告するとともに

事業者に送付します。 

⑧ 条例方法書の作成（条例第10条） 

第１種行為を実施する事業者は、環境影

響評価項目、環境影響評価に係る手法等を

選定するため、条例方法書を作成し、市長

に提出します。 

⑨ 条例準備書の作成（条例第18条） 

事業者は、環境影響評価を行った結果に

ついて、環境の保全の見地からの意見を聴

【環境影響評価等の仕組みと流れ】 
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環境影響評価制度は、事業者に環境の保全

について適正な配慮を促すためのものです。 

事業者は、大規模な工事や開発事業などを

行うに当たり、自らの事業が周辺の環境にど

のような影響を及ぼすかについて事前に調査、

予測及び評価します。市は、その結果を公告・

縦覧します。 

環境の保全の見地からの意見を有する方は、

市長に対して意見書を提出することができま

す。 

市長は、環境影響評価審議会の意見を聴く

とともに、市民等の意見を踏まえ、事業者に

対して市長意見を述べます。（市長意見を記載

した書類を以下「審査書」という。） 

事業者は、審査書に基づいて必要な措置を

講ずるとともに、その後の状況を市に報告し

ます。 

手続については、事業の規模に応じて第１

種行為から第３種行為までの種類があり、第

１種行為であって公共性の高い事業は、より

早期の段階で計画の概要や環境保全の考え方

等を示すため、環境影響評価方法書の作成に

先立ち、環境配慮計画書を作成することにな

ります。なお、環境影響評価制度において作

成した環境配慮計画書等は、その電磁的記録

とともに市長に提出します。 

環境影響評価法（以下「法」という。）に係

る対象事業のうち、市の独自の環境影響評価

項目について予測評価を行う事業については、

指定開発行為に準じた手続を定めています。 

 

指定開発行為等の手続の流れは、次のとお

りです。 

（①～⑬指定開発行為等の手続フロー参照） 

 

① 環境配慮計画書の作成（条例第８条） 

第１種行為を実施しようとする市、国、

他の地方公共団体及び規則で定める者並び

に規則で定める事業を実施しようとする者

は、より早期の段階で計画に係る複数の計

画案を策定し、環境に及ぼす影響について

調査、予測及び評価を行った結果並びに環

境保全の考え方等を記載した環境配慮計画

書を作成し、市長に提出します。  

なお、上記以外の者でも第１種行為者は、 

この手続を行うことを申し出ることができ

ます。 

② 公告及び縦覧（条例第８条の２、８条の

５、11条、19条、22条、27条、35条） 

市長は、事業者から環境配慮計画書等の

書類を受理したときは、その旨を公告し、

縦覧場所及び市ホームページで縦覧期間に

合わせて、どなたでも自由に閲覧できるよ

うにします。 

③ 説明会の開催（条例第８条の３、20条） 

事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書の縦覧期間内に、環境配慮計画書関係地

域又は条例準備書関係地域に在住又は在勤

（以下「関係住民」という。）の方を対象に、

説明会の開催により、書類の記載事項を周

知します。 

④ 意見書の提出（条例第８条の４、13条、

21条、36条） 

環境配慮計画書等について、その縦覧期

間内に、環境の保全の見地からの意見を有

する方は、どなたでも意見書を市長宛提出

することができます。市長は、意見書の提

出があったときは、その写しを事業者に送

付します。 

⑤ 見解書の作成（条例第８条の５、22条） 

  事業者は、環境配慮計画書及び条例準備

書に係る意見の概要とその意見についての

見解を記載した見解書を作成し、市長に提

出します。 

⑥ 環境影響評価審議会（条例第 75条） 

市長からの諮問を受けて環境配慮計画書

等の内容を審議し、その結果を答申します。 

⑦ 審査書の作成（条例第８条の６、14条、

24条） 

市長は、審議会の答申や市民意見等を踏

まえ、審査書を作成し、公告するとともに

事業者に送付します。 

⑧ 条例方法書の作成（条例第 10条） 

第１種行為を実施する事業者は、環境影

響評価項目、環境影響評価に係る手法等を

選定するため、条例方法書を作成し、市長

に提出します。 

⑨ 条例準備書の作成（条例第 18条） 

事業者は、環境影響評価を行った結果に

ついて、環境の保全の見地からの意見を聴

【環境影響評価等の仕組みと流れ】 
くための準備として、条例準備書を作成し、

市長に提出します。 

⑩ 公聴会の開催（条例第 23条） 

第１種行為及び第２種行為に係る関係住

民の方は、公聴会において意見を述べたい

旨を申し出ることができます。市長は、申

出があった場合で、必要があると認めると

きに公聴会を開催します。 

⑪ 条例評価書の作成（条例第 26条） 

第１種行為者及び第２種行為者は、審査

書を踏まえ、条例準備書に検討を加え、条

例評価書を作成し、市長に提出します。 

⑫ 指定開発行為の着手の制限（条例第 31条） 

第１種行為者及び第２種行為者は、条例

評価書の公告、第３種行為者は審査書の公

告の日以後でなければ、指定開発行為に着

手してはなりません。 

⑬ 事後調査報告書の作成（条例第 34条） 

事業者は、条例評価書に記載した事後調

査の実施計画に基づき、事業の施行中や完

了後などに事後調査を行い、調査結果、検

証結果、対策を講じた場合はその内容等を

記載した事後調査報告書を作成し、市長に

提出します。ただし、第３種行為に係る事

業については、原則として作成の必要はあ

りません。 

 

【その他】 

１ 手続の併合（条例第 40条） 

１又は２以上の指定開発行為者が、お互

いに密接に関連する２以上の指定開発行為

を実施しようとするときは、環境影響評価

等に関する手続を併せて行うことができま

す。 

２ 指定開発行為及び法対象事業に該当しない

事業 

ア 複合開発事業（条例第 72条） 

市長は、指定開発行為の事業の種類に該

当する２以上の事業が、個別には指定開発

行為又は法対象事業のいずれにも該当しな

いものの、事業の実施区域及び実施時期が

近接していること等、それらの事業の実施

による複合的な環境影響が総体として指定

開発行為と同等以上になるおそれがあるも

のとして規則で定める条件に該当する場合 

は、事業者に対し第３種行為に係る手続に 

準じて環境影響評価等を行うよう、指導す 

ることができる旨を定めています。 

イ 自主的な環境影響評価等（条例第 74条） 

指定開発行為、法対象事業又は複合開発事 

業のいずれにも該当しない事業を実施する場

合、事業者は、条例に準じた環境影響評価等

の実施を申し出ることができます。この申出

に対し、市は情報の提供等必要な協力を行う

旨を定めています。 

 

 

■ 地地域域環環境境管管理理計計画画（条例第６条） 

川崎市の環境影響評価制度では、環境影響

評価を実施するうえでの基本的な指針として、

望ましい地域環境像、環境影響評価項目、地

域別の環境保全水準等を内容とする地域環境

管理計画を定めています。 

地域環境管理計画に定める環境影響評価項

目は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■■  環環境境影影響響評評価価等等技技術術指指針針（条例第７条）  

環境影響評価等技術指針は、環境影響の調

査、予測及び評価の方法等や環境配慮項目及

び配慮の内容並びに事後調査の方法等を定め

たもので、事業者は、この技術指針に基づき、

環境影響評価、事後調査等を適切に行う必要

があります。 

 

【環境影響評価項目】 

●脱炭素化を見据えた地球環境保全分野 

地球環境（温室効果ガス） 

●大気や水などの環境保全及び資源循環分野 

大気、水、地盤、土壌汚染、騒音・振動・低周波音、

廃棄物等 

●自然共生分野 

水象、生物、緑、人と自然とのふれあい活動の場、 

歴史的文化的遺産、景観 

●安心・快適な生活環境確保分野 

構造物の影響（日照阻害、テレビ受信障害、風害）、 

コミュニティ施設、地域交通、地形・地質、安全  

【地域環境管理計画と 

環境影響評価等技術指針】 

川崎市環境影響評価に関する条例、地域環境

管理計画、環境影響評価等技術指針について

は、川崎市環境評価課のホームページに掲載

しております。 

 

 

右記のＱＲコードからも 

アクセス可能です。 

 

川崎市 アセス技術指針 検索 

川崎市環境影響評価に関する条例、地域環境管理

計画、環境影響評価等技術指針については、川崎

市環境評価課のホームページに掲載しております。

右記のＱＲコードからも

アクセス可能です。
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【環境影響評価法の対象事業】  

  環環境境影影響響評評価価法法のの対対象象事事業業はは、、以以下下のの表表ののととおおりりでですす。。    

  法法のの対対象象事事業業ににつついいててはは、、県県知知事事等等へへのの市市長長意意見見提提出出にに係係るる手手続続ののほほかか、、法法でで定定めめるる環環境境影影響響評評価価項項

目目にになないい市市独独自自のの環環境境影影響響評評価価項項目目ににつついいてて予予測測評評価価をを行行うう必必要要ががああるる場場合合はは、、市市のの条条例例のの手手続続をを実実施施

ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。ままたた、、法法第第２２種種事事業業をを実実施施ししよよううととすするる者者がが、、法法ににおおけけるる配配慮慮書書のの作作成成

をを行行わわなないい場場合合はは、、市市のの条条例例のの環環境境配配慮慮計計画画書書にに関関すするる手手続続をを実実施施ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。  

事 業 の 種 類 
規  模  等 

第 １ 種 事 業 
（必ず環境アセスメントを行う事業） 

第 ２ 種 事 業 
（環境アセスメントが必要かどうかを個別に判断する事業） 

    
１ 道路   

 高速自動車国道 すべて ― 

 首都高速道路など ４車線以上のもの ― 

 一般国道 ４車線以上・10km以上 ４車線以上・7.5km～10km 

 林道 幅員 6.5ｍ以上・20km以上 幅員 6.5ｍ以上・15km～20km 
    

２ 河川   

 ダム、堰 湛水面積 100ha以上 湛水面積 75ha～100ha 

 放水路、湖沼開発 土地改変面積 100ha以上 土地改変面積 75ha～100ha 
    

３ 鉄道   

 新幹線鉄道 すべて ― 

 鉄道、軌道 長さ 10km以上 長さ 7.5km～10km 
    

４ 飛行場 滑走路長 2,500ｍ以上 滑走路長 1,875ｍ～2,500ｍ 

    
５ 発電所   

 水力発電所 出力３万 kW以上 出力 2.25万 kW～３万 kW 

 火力発電所 出力15万 kW以上 出力 11.25万 kW～15万 kW 

 地熱発電所 出力１万 kW以上 出力 7,500kW～１万 kW 

 原子力発電所 すべて ― 

 太陽電池発電所 

風力発電所 

出力４万 kW以上 

出力１万 kW以上 

出力３万 kW～４万 kW 

出力 7,500kW～1万 kW 
    

６ 廃棄物最終処分場 面積 30ha以上 面積 25ha～30ha 

    
７ 埋立て、干拓 面積 50ha超 面積 40ha～50ha 

    
８ 土地区画整理事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
９ 新住宅市街地開発事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
10 工業団地造成事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
11 新都市基盤整備事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
12 流通業務団地造成事業 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

    
13 宅地の造成の事業（＊１） 面積 100ha以上 面積 75ha～100ha 

 
    
 港湾計画（＊２） 埋立・掘込み面積の合計 300ha以上 

（＊１） 「宅地」には、住宅地以外にも工業用地なども含まれる。 

（＊２） 港湾計画については、港湾環境アセスメントの対象となる。 

川川崎崎市市  環環境境局局  環環境境対対策策部部  環環境境評評価価課課  
〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

ＴＥＬ 044-200-2155、2156（直通） 
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【環境影響評価法の対象事業】 

  環環境境影影響響評評価価法法のの対対象象事事業業はは、、以以下下のの表表ののととおおりりでですす。。    

  法法のの対対象象事事業業ににつついいててはは、、県県知知事事等等へへのの市市長長意意見見提提出出にに係係るる手手続続ののほほかか、、法法でで定定めめるる環環境境影影響響評評価価項項

目目にになないい市市独独自自のの環環境境影影響響評評価価項項目目ににつついいてて予予測測評評価価をを行行うう必必要要ががああるる場場合合はは、、市市のの条条例例のの手手続続をを実実施施

ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。ままたた、、法法第第２２種種事事業業をを実実施施ししよよううととすするる者者がが、、法法ににおおけけるる配配慮慮書書のの作作成成

をを行行わわなないい場場合合はは、、市市のの条条例例のの環環境境配配慮慮計計画画書書にに関関すするる手手続続をを実実施施ししてていいたただだくくここととににななりりまますす。。  

事 業 の 種 類 
規  模  等 

第 １ 種 事 業 
（必ず環境アセスメントを行う事業） 

第 ２ 種 事 業 
（環境アセスメントが必要かどうかを個別に判断する事業） 

    
１ 道路   

 高速自動車国道 すべて ― 

 首都高速道路など ４車線以上のもの ― 

 一般国道 ４車線以上・10km以上 ４車線以上・7.5km～10km 

 林道 幅員6.5ｍ以上・20km以上 幅員6.5ｍ以上・15km～20km 
    
２ 河川   

 ダム、堰 湛水面積100ha以上 湛水面積75ha～100ha 

 放水路、湖沼開発 土地改変面積100ha以上 土地改変面積75ha～100ha 
    
３ 鉄道   

 新幹線鉄道 すべて ― 

 鉄道、軌道 長さ10km以上 長さ7.5km～10km 
    
４ 飛行場 滑走路長2,500ｍ以上 滑走路長1,875ｍ～2,500ｍ 

    
５ 発電所   

 水力発電所 出力３万kW以上 出力2.25万kW～３万kW 

 火力発電所 出力15万kW以上 出力11.25万kW～15万kW 

 地熱発電所 出力１万kW以上 出力7,500kW～１万kW 

 原子力発電所 すべて ― 

 太陽電池発電所 

風力発電所 

出力４万kW以上 

出力１万kW以上 

出力３万kW～４万kW 

出力7,500kW～1万kW 
    
６ 廃棄物最終処分場 面積30ha以上 面積25ha～30ha 

    
７ 埋立て、干拓 面積50ha超 面積40ha～50ha 

    
８ 土地区画整理事業 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

    
９ 新住宅市街地開発事業 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

    
10 工業団地造成事業 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

    
11 新都市基盤整備事業 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

    
12 流通業務団地造成事業 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

    
13 宅地の造成の事業（＊１） 面積100ha以上 面積75ha～100ha 

 
    
 港湾計画（＊２） 埋立・掘込み面積の合計300ha以上 

（＊１） 「宅地」には、住宅地以外にも工業用地なども含まれる。 

（＊２） 港湾計画については、港湾環境アセスメントの対象となる。 
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〒210-8577 川崎市川崎区宮本町１番地 

ＴＥＬ 044-200-2155、2156（直通） 
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